
 

 

議案第６６号 

 

   大口町基金条例の制定について 

 

 大口町基金条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  平成２５年９月４日提出 

 

大 口 町 長  森     進   

 

 （提案理由） 

 この案を提出するのは、行政事務や学校等の情報化教育に必要不可欠な電算機器

の整備に要する資金を積み立てるため電算機器整備基金を設置すること及び既存の

基金条例を集約し整理することに伴い、この条例を制定するため必要があるからで

ある。 



   大口町基金条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条第１項及

び第８項の規定に基づき、法令その他別に定めるものを除くほか、大口町の基金

の設置、管理及び処分に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （設置） 

第２条 特定の目的のために資金を積み立てるための基金（以下「積立基金」とい

う。）を、別表第１のとおり設置する。 

２ 特定の目的のために定額の資金を運用するための基金（以下「運用基金」とい

う。）を、別表第２のとおり設置する。 

 （積立基金の積立て及び処分） 

第３条 積立基金に積み立て又は積立基金の全部若しくは一部を処分する額は、毎

会計年度の別表第３に規定する会計の歳入歳出予算において定める。 

２ 積立基金の処分は、別表第１に掲げる場合に限るものとする。 

 （運用基金の額） 

第４条 運用基金の額は、別表第４のとおりとする。 

２ 町長は、必要があると認めるときは、別表第４に規定する会計の歳入歳出予算

の定めるところにより、運用基金に追加して積み立てることができる。 

３ 前項の規定により積立てが行われたときは、当該運用基金の額は、当該積立額

相当額増加するものとする。 

 （管理） 

第５条 積立基金及び運用基金（以下「基金」という。）に属する現金は、銀行そ

の他の金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければな

らない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ最も確実かつ有利な有価証券に代えることが

できる。 

 （繰替運用） 
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第６条 町長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及

び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができ

る。 

 （運用益の整理） 

第７条 積立基金の運用から生ずる収益は、別表第３に掲げる会計の歳入歳出予算

に計上して、その目的達成のための事業の財源に充て、又はその基金に積み立て

る。 

２ 運用基金の運用から生ずる収益は、別表第４に規定する会計の歳入歳出予算に

計上して、その目的達成のための事業の財源に充て、又は基金に繰り入れる。 

 （委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、町長が別

に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年１０月１日から施行する。 

 （既存条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

 (1) 大口町財政調整基金条例（昭和４０年大口町条例第１号） 

 (2) 大口町国民健康保険事業財政調整基金の設置及び管理に関する条例（平成６

年大口町条例第１０号） 

 (3) 土地開発基金条例（昭和４４年大口町条例第１６号） 

 (4) 大口町学校施設整備事業基金の設置及び管理に関する条例（平成１４年大口

町条例第９号） 

 (5) 大口町地域福祉基金の設置及び管理に関する条例（平成５年大口町条例第５

号） 

 (6) 大口町介護給付費準備基金の設置及び管理に関する条例（平成１３年大口町

条例第１０号） 

 (7) 大口町明日のまちづくり基金条例（平成２２年大口町条例第６号） 
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 (8) 大口町さくら咲く基金条例（平成２４年大口町条例第１７号） 

 (9) 大口町都市計画事業基金の設置及び管理に関する条例（平成１２年大口町条

例第３２号） 

 （経過措置） 

３ この条例の施行の際、現に前項の規定による廃止前の条例により設置されてい

た次表左欄に掲げる基金の基本財産及び積立金額は、この条例により設置された

同表右欄に掲げる基金とみなす。 

廃止前の条例による基金 この条例による基金 

大口町財政調整基金 財政調整基金 

大口町国民健康保険事業財政調整基金 国民健康保険事業財政調整基金 

土地開発基金 土地開発基金 

大口町学校施設整備事業基金 学校施設整備事業基金 

大口町地域福祉基金 地域福祉基金 

大口町介護給付費準備基金 介護給付費準備基金 

大口町明日のまちづくり基金 明日のまちづくり基金 

大口町さくら咲く基金 さくら咲く基金 

大口町都市計画事業基金 都市計画事業基金 
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別表第１（第２条、第３条関係） 

名称 目的及び積立ての額 処分 

財政調整基金  年度間の財政の調整を行い、

町財政の健全な運営に資するた

め次の額を積み立てる。 

１ 地方財政法（昭和２３年法

律第１０９号）第４条の３第

１項の規定に基づく額 

２ 地方財政法第７条第１項の

規定に基づく額 

３ その他町長が必要と認めた

額 

１ 経済事情の変動等により財

源が著しく不足する場合にお

いて当該不足額を埋めるため

の財源に充てるとき。 

２ 災害により生じた経費の財

源又は災害により生じた減収

を埋めるための財源に充てる

とき。 

３ 緊急に実施することが必要

となった大規模な土木その他

の建設事業の経費その他必要

やむを得ない理由により生じ

た経費の財源に充てるとき。

４ 長期にわたる財源の育成の

ためにする財産の取得等のた

めの経費の財源に充てると

き。 

５ 償還期限を繰り上げて行う

町債の償還の財源に充てると

き。 

６ その他町長が町財政の運営

上特に必要と認めるとき。 

地域福祉基金  地域福祉の推進に必要な財源

を確保するため財産を維持し、

その運用から生じる収益を事業

 地域福祉の推進に必要な財源

が不足する場合、その財源に充

てるとき。 
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の財源に充て、町長が必要と認

めた額を積み立てる。 

国民健康保険 

事業財政調整 

基金 

 国民健康保険事業の健全かつ

円滑な運営を図るため、毎年度

の決算剰余金の範囲内で、町長

が必要と認めた額を積み立て

る。 

 国民健康保険事業の実施に必

要な財源が不足する場合におい

て、当該不足額を補うための財

源に充てるとき。 

都市計画事業 

基金 

 都市計画事業を推進するた

め、町長が必要と認めた額を積

み立てる。 

 都市計画法（昭和４３年法律

第１００号）第５９条の規定に

よる認可又は承認を受けて行う

都市計画事業（公共下水道事業

を除く。以下同じ。）の実施に

必要な財源に充てるとき。ただ

し、都市計画税を原資とする基

金の処分については、都市計画

税課税区域内の都市計画事業に

充てる場合に限る。 

介護給付費準 

備基金 

 介護保険事業の健全かつ円滑

な運営を図るため、毎年度の決

算剰余金の範囲内で、町長が必

要と認めた額を積み立てる。 

１ 介護給付費、予防給付費又

は市町村特別給付費の不足額

に充てるとき。 

２ 介護保険に係る審査支払手

数料の不足額に充てるとき。

３ 財政安定化基金拠出金又は

財政安定化基金拠出金償還金

の不足額に充てるとき。 

４ 介護保険法（平成９年法律
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第１２３号）に定める保健福

祉事業不足額に充てるとき。

５ 第１号被保険者の介護保険

料を低減するための費用に充

てるとき。 

６ その他介護保険法に定める

介護保険事業に要する費用に

充てるとき。 

学校施設整備 

事業基金 

 学校施設整備事業の推進を図

るため、町長が必要と認めた額

を積み立てる。 

 学校施設整備事業の実施に必

要な財源が不足する場合におい

て、当該不足額を補うための財

源に充てるとき。 

明日のまちづ 

くり基金 

 明るい未来の創造に資する事

業の円滑な推進を図るため、町

長が必要と認めた額を積み立て

る。 

１ 将来のまちづくりに資する

公共施設の建設事業又は改修

事業の財源として充てると

き。 

２ 公有地を取得するための財

源として充てるとき。 

さくら咲く基 

金 

 郷土の誇りである桜を保存し

未来へ引き継ぐ事業を円滑に推

進するため、町長が必要と認め

た額を積み立てる。 

１ 桜の保存事業の財源として

充てるとき。 

２ 桜に関する調査及び研究事

業の財源として充てるとき。

電算機器整備 

基金 

 電算機器の整備を円滑に推進

するため、町長が必要と認めた

額を積み立てる。 

１ 行政事務に係る電算機器整

備の財源として充てるとき。

２ 学校等の情報化教育用に係

る電算機器整備の財源として
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充てるとき。 

 

別表第２（第２条関係） 

名称 目的 

土地開発基金  公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取

得する必要のある土地をあらかじめ取得する資金を確保するた

め。 

 

別表第３（第３条、第７条関係） 

基金の名称 会計名 

財政調整基金 一般会計 

地域福祉基金 一般会計 

国民健康保険事業財政調整基金 国民健康保険特別会計 

都市計画事業基金 一般会計 

介護給付費準備基金 介護保険特別会計 

学校施設整備事業基金 一般会計 

明日のまちづくり基金 一般会計 

さくら咲く基金 一般会計 

電算機器整備基金 一般会計 

 

別表第４（第４条、第７条関係） 

基金の名称 基金の額 会計名 

土地開発基金 189,272,630 円 土地取得特別会計 
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制 定 要 旨 

 

１ 条例の趣旨 

行政事務や学校等の情報化教育に必要不可欠な電算機器の整備に要する資金を

毎年積み立て、年度間の財政負担を平準化することで健全財政の維持を図り、あ

わせて既存の基金条例を集約し整理することで、運用等の統一を図ります。 

 

２ 条例の概要 

 国際交流事業基金、社本育英事業基金及びふるさとづくり基金については、規

則において事務手続が定められていることから、今回はその基金以外の基金条例

を集約し、設置目的等を再検討した上で、新たに電算機器整備基金を加え、基金

の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとします。 

 なお、集約する既存の基金条例は廃止します。 

 

３ 集約する既存の基金条例 

  大口町財政調整基金条例 

  大口町国民健康保険事業財政調整基金の設置及び管理に関する条例 

  土地開発基金条例 

  大口町学校施設整備事業基金の設置及び管理に関する条例 

  大口町地域福祉基金の設置及び管理に関する条例 

  大口町介護給付費準備基金の設置及び管理に関する条例 

  大口町明日のまちづくり基金条例 

  大口町さくら咲く基金条例 

  大口町都市計画事業基金の設置及び管理に関する条例 
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４ 施行年月日 

平成２５年１０月１日から施行します。 

 

５ 基金の定義等 

●地方自治法 

（基金） 

第２４１条 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、特定の目的のた

めに財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するための基金を

設けることができる。 

２ 基金は、これを前項の条例で定める特定の目的に応じ、及び確実かつ効率的

に運用しなければならない。 

３ 第１項の規定により特定の目的のために財産を取得し、又は資金を積み立て

るための基金を設けた場合においては、当該目的のためでなければこれを処分

することができない。 

４ 基金の運用から生ずる収益及び基金の管理に要する経費は、それぞれ毎会計

年度の歳入歳出予算に計上しなければならない。 

５ 第１項の規定により特定の目的のために定額の資金を運用するための基金

を設けた場合においては、普通地方公共団体の長は、毎会計年度、その運用の

状況を示す書類を作成し、これを監査委員の審査に付し、その意見を付けて、

第２３３条第５項の書類と併せて議会に提出しなければならない。 

６ 前項の規定による意見の決定は、監査委員の合議によるものとする。 

７ 基金の管理については、基金に属する財産の種類に応じ、収入若しくは支出

の手続、歳計現金の出納若しくは保管、公有財産若しくは物品の管理若しくは

処分又は債権の管理の例による。 

８ 第２項から前項までに定めるもののほか、基金の管理及び処分に関し必要な

事項は、条例でこれを定めなければならない。 
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●分類 

                       財産維持目的 

          積立基金          特定財源を確保する 

        （財産の維持、資金の      ために財産を維持する 

積立のため設置）      資金積立目的 

  基金                    特定の目的のために 

                        現金を積立てる 

                       上記の２目的を兼ねる 

         運用基金 

        （定額の資金の運用（資産取得、貸付等）するため設置） 
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